
知的財産戦略
知的財産活動は、当社の持続的な成長を支える重要な要素です。当社は、事業保護や実施自由度の確保を目的とした「守
り」と、参入障壁を意識した強力な特許ポートフォリオを構築し活用していく「攻め」に加え、環境負荷低減などの社会課題
に対応するために不可欠な、さまざまなプレイヤーとの「共創・協調」を意識し、知的財産活動を推進しています。

•米国、南米、アジア、欧州を中心に世界の農業市場をカバー
•農薬の有効成分を物質特許として確実に取得
• 計画的に製剤、製法、用途といった周辺技術も特許化し強固な参入障壁

を構築
• 特許権存続期間の延長制度も活用し、シェアや利益率の維持・拡大を図

り、事業価値の最大化に貢献

• 主要な製造販売国である日本、韓国、中国、台湾、米国にてライバル企業
への影響力を有する質の高い特許を数多く獲得

• 早期審査制度も活用し、開発スピードに合わせて迅速に特許ポートフォリ
オを構築

知的財産の価値や役割は、事業環境や国・地域によって大きく異なります。当社の成長領域として位置付けているアグロ
関連、ICTM関連を中心に重点分野での出願を強化しつつ、事業上の価値やコストデータの解析を通じて厳選を進め、より
筋肉質な特許ポートフォリオを構築しています。

アグロ関連の保有特許件数 （2025年5月時点）
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ICTM関連の特許ポートフォリオ （左：件数推移、右：国別保有特許比率）
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目指す姿 「攻め」と「守り」、「共創・協調」の知的財産活動の積極的な推進による、
事業競争力の礎の構築と、事業成長・企業価値向上の実現
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知的財産部門は、各事業部門に応じたグループを編成し、事業部や研究所の
知的財産担当グループとも連携しながら、知的財産戦略の策定、特許ポートフォ
リオ管理、特許出願・権利化業務、調査解析業務を遂行しています。

基本方針 ❶事業戦略と一体となり推進する ❸すべての技術開発成果の活用を図る
❷グローバルな事業価値を生み出す ❹法を順守し、権利を尊重する

当社は、お客様のニーズに応える高機能製品や技術サービスを生み出す「技術力」と、製品供給の安定性や高い品質保
証力などで長年培ってきた「信頼」を融合させ、事業の持続的な価値向上につなげています。

急速に革新が進む生成AI技術を積極的に活用して知的財産業務の効率化に取り組んでいます。さまざまなAI実装ツール
がリリースされる中、関係部署と連携することで取捨選択と評価を効率的に行い、特許出願業務の省力化や文献調査・査
読の負荷軽減などを進めています。また、知的財産部門では、事業部、研究所と連携し、知的財産および市場を統合的に
分析・可視化することで、経営・事業戦略に役立てる活動（IPランドスケープ）を推進しています。IPランドスケープはさま
ざまなシーンで活用されますが、より効果を発揮しやすい新規事業創出と既存事業拡大に軸足を置き、具体的にはパート
ナー・顧客・用途探索や事業モデル構築の支援においてテーマとリソースの集中と選択を進めることで、実効的な活動とし
て強化していきます。
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当社では、職種やポジションに応じた知的財産研修
を行っています。知的財産に関する基礎的な知識・スキ
ルを獲得するだけでなく、IPランドスケープを含め戦略
的に情報活用できる人材・体制作りを進めています。ま
た、昨年度は事業企画を検討する層を対象として有識
者講演会を2件（ビジネスモデル関連特許、IPランドス
ケープ）開催し啓蒙活動に取り組んでいます。

若手研究者向け 中堅層向け
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入社数年目の若手研究者
基礎：約100名／年　
応用：約80名／年

チームリーダー約50名／隔年
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• 知的財産制度概要、発明発掘、
調査、出願審査対応

• 事業における知的財産の重要性

• 事業に資する知的財産戦略の立
案と実行、契約、係争、情報活用

（IPランドスケープ）

研修概要

資源循環への貢献

知的財産関連実績
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IPランドスケープ概要
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三者による仮説構築・検証を繰り返す

各種データベース
解析ツール活用 ビジネス情報市場性 技術評価目利き

情報収集・分析

仮説構築 仮説検証

研究開発事業部

当社は、このたび、イノベーションを加速させる信頼性の高い情報や知見を提供する世界的リーディングカ
ンパニーである米国クラリベイト社が選出する、「Clarivate Top 100 グローバル・イノベーター 2025™」ア
ワードを4年連続で受賞しました。当社の高い研究開発力と知的財産活動が評価されたものであり、今後
もこれらの活動を一層推進していきます。

「Clarivate Top 100 グローバル・イノベーター 2025」アワードを受賞
～世界の革新的企業トップ100社に4年連続で選出～

T O P I C S

事業競争力を担う特許ポートフォリオの構築

技術とブランドの融合による事業価値の最大化

知的財産分野におけるDX活動と知的財産情報の活用強化

社内知的財産研修　～人材育成と体制作り～

「Clarivate Top 100 グローバル・イノベーター 2025」アワードを受賞

5655 住友化学レポート2025

価値創造の実践住友化学とは 価値創造基盤の強化 データ02  価値創造の実践 知的財産戦略
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